
ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱

低減技術(ＩＴ機器等グリーン化技術)） 

 

1.  技術分野の内容 
ヒートアイランド対策技術（オフィス、住宅等から発生する人工排

熱低減技術）のうち「IT 機器等グリーン化技術」であり、オフィス・

住宅等で使用される主要な IT 機器等に対して適用され、当該機器の消

費電力量、発熱量を低減する、もしくは当該機器の冷却を効率化し、

その結果としてオフィス内の消費電力量及び排熱量を抑制する技術分

野。 
 
＜対象となる技術の例（範囲）＞ 

本実証事業で定義する IT 機器等とは、オフィスにおいて業務処理に

利用される主要 IT 機器のほか、この IT 機器自体を適切な稼動環境に

維持する周辺設備を含む。表 1 に、本実証事業で検討対象とする IT

機器等及びそれに適用される実証対象技術の例を示す。来年度はカテ

ゴリー（A）のサーバーについて実証を行うことを検討中。 
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表 1 検討対象とする IT 機器等と実証対象技術の例 

【カテゴリー(A)】サーバー、ストレージ、クライアント PC、ネットワーク機器 

製品単位 部品単位 想定される実証対象技術（例） 

サーバー 

 高効率排熱設計、構成部品の削減 
メモリー 従来製品の省電力化、新型メモリー(DDR3 等)
プロセッサー マルチコア化、新素材の絶縁体 
記憶装置 従来製品の省電力化、新技術(SSD 等) 
冷却装置 ファン・CPU クーラーの低消費電力化 
電源装置 AC/DC 変換の高効率化技術 

サーバー、ブレードサーバー複数台 仮想化機構・ソフト、仮想化環境管理ソフト

ストレージ 

 高効率排熱設計、構成部品の削減 
コントローラー 1 チップ化技術 

記憶装置 MAID 技術、シン・プロビジョニング(仮想化)
従来製品の省電力化、新技術(SSD 等) 

冷却装置 ファン・CPU クーラーの低消費電力化 
電源装置 AC/DC 変換の高効率化技術 

クライアント PC

 高効率排熱設計、構成部品の削減、PC のスリ

ープモード移行タイミングの管理技術 
記憶装置 従来製品の省電力化、新技術(SSD 等) 
冷却装置 ファン・CPU クーラーの低消費電力化 
電源装置 AC/DC 変換の高効率化技術 
ディスプレイ ディスプレイの省電力化技術 

ネットワーク機

器 
(L2、L3、L7 ス

イッチ) 

 タグつき VLAN 技術 
IC ASIC 
プロセッサー マルチコア化、新素材の絶縁体 
信号出力装置 信号出力の制御技術 
ポート 非使用ポートの出力削減技術 

ネットワーク機器複数台 仮想化機構、仮想化ソフトウェア 
 

【カテゴリー(B)】データセンター、サーバールーム  

製品単位 部品単位 想定される実証対象技術（例） 

データセンター、

サーバールーム 

 モジュール化技術 
高効率空調レイアウトの設計技術 

サーバー サーバーの直流電源化、高電圧化 
ラック 高効率冷却ラック技術 
空調機器 温度測定・空調制御、高効率(制御)空調機 

 
【カテゴリー(C)】 シンクライアント 

製品単位 想定される実証対象技術（例） 

シンクライアン

トシステム 

シンクライアントを実現するサーバー 
シンクライアントを実現するソフトウェア 
シンクライアント環境の管理ソフトウェア 



2.  実証試験について 
本実証試験では、以下に示す 2つの機器性能を実証する。 

 ヒートアイランド抑制に対する性能 

 CO2 削減に対する性能 

これらの性能は、それぞれ表 2に示す一般物理指標によって評価する

ことで実証する。ヒートアイランド抑制に対する性能を評価するには、

発熱量・排熱量も測定するべきだが、困難であるため「電力消費量＝発

熱量」の仮定のうえで電力消費量によって代替する。 

表 2 実証に用いる一般物理指標 

分類 一般物理指標 
IT 機器そのもの 
（=【カテゴリー(A)、(C)】） 

電力効率 
発熱量（電力消費量で代替する） 

データセンター、サーバールーム 
（=【カテゴリー(B)】） 

電力効率 
冷却効率 

 
 
3.  実証の実施（技術の普及促進）により期待される効果 
(1)ヒートアイランド現象の深刻化により都市の熱環境は悪化しており、

都市内の熱環境改善が喫緊の課題である。例えば、東京23 区における

気温の上昇に与える熱のうち、人工排熱によるものが約5 割を占めて

おり、ヒートアイランド現象の主な要因となっている。このため、政

府では平成14 年にヒートアイランド対策関係府省連絡会議を設置し、

平成16 年には「ヒートアイランド対策大綱」を策定したところである。 
(2)大気を直接暖める顕熱に注目すると、対流顕熱の増分（24.6Ｗ／㎡）が

「地表面の人工化」による影響、人工顕熱の増加分（26.9Ｗ／㎡）が

「人工排熱による影響」と考えられ、それぞれ約50％程度の寄与があ

るとされている。（平成13 年度ヒートアイランド対策手法調査検討業

務報告書※1）また、人工排熱のうち、オフィス、住宅等、建築物に起

因するものが5 割を占めており、対策が急務である。（平成15年度都

市における人工排熱抑制によるヒートアイランド対策調査報告書※2） 
(3)人工排熱削減技術のうち、「IT機器等グリーン化技術」については現時

点では第三者的な観点で実証は行われてなく、本事業で技術分野とし

て位置づけ、普及を行うことが有効である。 
(4)これまで明示的に環境行政（特にヒートアイランド対策）の観点からIT

機器等の開発・普及を推進したことはなく、実証結果を公表すること



で適切な技術の開発・普及につながることが期待される。 
(5)なお、当該技術はエネルギーコストの低減にも資すると期待できると

ころであり、技術の普及促進にあたって配慮する必要がある。 
 

※1: 平成13 年度環境省請負業務報告書 （平成１４年３月）ヒートアイランド対策手法 

調査検討委員会 社団法人環境情報科学センター 

※2：平成１６年３月国土交通省・環境省 

 
4. 検討経緯 
２０年７月 ２日   

第１回ＷＧ開催 
(1) ＷＧの設置について 

(2) オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減技術の概要について 

(3) 検討の進め方について 

(4) 今後の検討スケジュールについて 

(5) その他 
９月２６日   

第１回小ＷＧ開催 
(1) 小ＷＧ設置の趣旨について 

(2) ＩＴ機器等グリーン化技術について 

(3) 実証対象技術と実証項目について 

(4) 今後の検討スケジュールについて 

 
１２月 ２８日  

第２回小ＷＧ開催 
(1) 第１回小 WG 議事概要 

(2) 第１回小 WG 以降の検討経緯について 

(3) 実証方法の概要と技術の絞込み 

(4) 実証方法の詳細 

(5) 実証結果の表示方法について 

(6) 今後の検討スケジュールについて 

 

２１年２月 ９日  
第３回小ＷＧ開催 
(1) 第 2 回小 WG 議事概要 

(2) 実証試験要領（案）について 



(3) 今後の検討スケジュールについて 

 

３月 ４日  
第２回ＷＧ開催 
(1) 地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システムについて 

  ① 小ＷＧでの検討経緯 

  ② 実証試験要領（案） 

(2) ＩＴ機器等グリーン化技術について 

  ① 小ＷＧでの検討経緯 

  ② 実証試験要領（案） 

(3) 今後の検討スケジュールについて 



平成 20 年度環境技術実証事業検討会 

ヒートアイランド対策技術分野 
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